
利 用 者 の た め に  

1 調査の目的   

本調査は、食に関する様々な問麺が顕在化している中で、農林水産省において消費  

者の食に対する安JL、・信頼の確保を図るための施策として、トレーサビリテイ・シス   

テムの導入促進を図っていることから、食品産業におけるトレーサビリテイ・システ   

ムの導入・実施状況等の実態を把握し、諸施策の企画・立案に必要な資料を得ること   

を目的に実施した。  

2 根拠法規   

本調査は、統計報告調整法（昭和27年法律第148号）第4条第1項の規定に基づく総   

務大臣の承認を受けた統計調査として実施した。  

3 調査機関   

本調査は、農林水産省大臣官房統計部及び地方統計組織を通じて実施した。   

4 調査の範囲及び調査期間  

（1）調査の範囲は、全国とした。  

（2）調査対象期間は、平成18年1月1日現在とし、調査は平成18年2月に実施した。  

5 調査対象   

調査対象は次のとおりとした。  

（1）企業調査   

ア 食品製造業  

日本標準産業分類による食料品製造業を営む企業を対象とした。   

イ 食品卸売業  

日本標準産業分類による飲食料品卸売業を営む企業を対象とした。  

り 食品小売業  

日本標準産業分類による各種商品小売業及び飲食料品小売業を営む企業を対象  

とした。  

（2）農協調査  

総合農協  

農業協同組合法で定める農業協同組合のうち、一般に組合の行う事業が信用事  

業とその他の事業（共済、購買、販売等）を併せて行う農業協同組合とした。   

6 標本数及び標本の抽出方法   

食品製造秦の標本数を940、食品卸売業の標本数を940、食品小売業の標本数を960、   

総合農協の標本数を140とした。  

一1－   



企業調査における標本は、母集団を業種別（別表1「業種区分一覧表」参照）、従業  

者規模階層別（別表2「従業者規模階層別一覧表」参照）、都道府県別に階層区分し、  

標本数をそれぞれの階層の企業数に比例して配分し階層別に無作為に抽出した。抽出  

に用いた企業名簿は、食品製造業及び食品卸売業については総務省「平成16年事業所  

・企業統計調査」の結果、食品小売業については経済産業省「平成14年商業統計調査」  

の結果による企業の本所、本社、本店及び単独事業所のリストを用いて作成した。   

農協調査における標本は、母集団を都道府県別に区分し、標本数を総合農協数に比  

例して配分し都道府県別に無作為に抽出した。抽出に用いた農協名簿は「全国都道府  

県農業協同組合名鑑平成17年版」（日本農業新聞社発行）を用いて作成した。   

なお、回収数及び回収率は以下のとおりである。  

種  業        標本数  回収数  回収率   

食品産業計  2，840企業   2，140企業   75．4％  

食品製造業   940企業   740企業   78・7％  

食品卸売業   940企業   705企業   75．0％  

食品小売業   960企業   695企業   72．4％   

総 合 農 協  140農協   135農協   96．4％   

7 調査事項  

（1）企業調査における調査事項   

ア 企業の従業者規模   

イ トレーサビリテイ・システムの導入状況  

ウ ロット形成に用いる単位  

エ システムで記録・保管している情報の内容  

オ 仕入先及び出荷先への伝達方法  

力 一般消費者への開示状況  

キ システムの導入の必要性   

ク 生産者等の特定（遡及）の可能性  

ケ 特定（遡及）の手段  

（2）農協調査における調査事項  

ア 農協の集出荷品目  

イ 品目別栽培管理情報の記録・保管・提供状況   

り 出荷先へ情報を提供するための手虚   

エ ロツト形成に用いる単位  

オ ロットと生産者からの受入記録との対応付け状況  

力 一般消費者への開示状況  

（3）調査項目の細目は、参考の「トレーサビリテイ・システムの導入・実施状況等の  

実態調査票（食品製造業者用）」、「トレーサビリテイ・システムの導入・実施状況   

等の実態調査票（食品卸売業者用）」、「トレーサビリテイ・システムの導入・実施  
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状況等の実態調査票（食品小売業者用）」及び「トレーサビリテイ・システムの導入  

・実施状況等の実態調査票（農業協同組合用）」（以下総称して「調査票」という。）  

に記載するところによる。  

8 調査方法   

統計・情報センターから郵送で調査票を送付・回収する自計申告調査として行った。  

9 調査結果の集計方法  

（1）推定方法  

企業調査の集計は、集計対象区分別に次の計算式により推定した。集計に用いた  

階層区分は全国業種別及び従業者規模別の階層区分とした。  

農協調査の集計においては、階層区分は行わず全国を単純集計した。  

《計算式》   
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 Ⅹ項目の推定平均値  

i階層の大きさ（母集団企業名簿のi階層の企業数）  

階層数  

i階層から抽出した標本数（集計に用いた標本数）  

i階層から抽出したj標本が調査結果において、当該  

集計対象区分に該当する場合1、該当しない場合O  

i階層から抽出したj標本のⅩ項目の値  
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（2）推定値の実績精度  

業種別のトレーサビリテイ・システムの導入率（すべて及び一部の品目に導入し   

ている企業数の全体企業数における割合）の推定値に対する標準誤差の算出を行っ   

た結果は、以下のとおりである。  

業  種   標準誤差（％）   

食品製造業   2．0   

食品卸売業   2．1   

食品小売業   2．2   
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10 用語の解説及び約束  

（1）調査単位  

本調査では、企業単位に調査を行うことから、支社、支店、営業所、出張所、店  

舗等を持っ企業については、それらの事業所を含めた全体を1つの企業として調査  

した。  

また、本調査は企業群（企業グループ、連結企業等）単位の調査ではなく、子会  

社、関連会社を持つ企業であっても、各企業毎の調査とした。  

（2）業種区分  

本調査においては、日本標準産業分類における製造業、卸売業及び小売業の小分  

類及び細分類を再編成し、製造業で6業種、卸売業で5業種、小売業で10業種に区  

分した。（別表1「業種区分一覧表」参照）  

（3）総合農協  

農業協同組合法で定める農業協同組合のうち、一般に組合の行う事業が信用事業  

とその他の事業（共済、購買、販売等）を併せて行う農業協同組合をいう。  

（4）従業者数  

雇用期間を定めずに雇用されている者、もしくは1か月を超える期間を定めて雇  

用されている者（常用雇用者）の人数とした。  

ただし、食品小売業においては、上記に加え有給役員（役員報酬を得ている人）  

の人数を含めた。  

（5）トレーサビリテイ（追跡可能性）  

生産、処理・加工、流通・販売のフードチェーンの各段階で、食品とその情報を  

追跡し遡及できることをいう。  

（6）トレーサビリテイ・システム  

いつ、どこから仕入れし、（いつ、どこで製造し）、いつ、どこへ出荷（販売）し  

たか特定できる仕組みをいう。  

（7）ロット  

同一条件の下で加工又は包装された食品の各段階での取り扱い単位のことをいう。  

（8）記録・保管  

本調査においては、各段階（生産、加工、流通及び販売）における情報をロット  

ごとに関連づけをして、紙、磁気ディスク等の媒体に記録し保管することをいう。  

（9）識別  

照合番号又はID番号などによって、①個体、個別製品やロット、②事業者、③  

場所を特定できることをいう。  

（10）識別単位  

識別するときの単位。個体、個別製品やロットであり、食品の生産、処理、加工、  

流通及び販売の各段階において、食品の形や包装方法が変わるとき、識別単位が変  

化する場合がある。  

（11）バーコード  

太さや間隔の異なる棒を並べ合わせて表示する符号をいう。  
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（12）二次元コード  

水平、垂直方向に情報を持つ符合をいう。二次元方向に情報を持つことから、一  

方向の情報しか持たないバーコードの数十倍から数百倍のデータ表現が可能なコー  

ドである。  

（13）電子タグ（ICタグ）  

情報を記録する小さな集積回路（IC）チップとアンテナが組み込まれたタグ（荷   

札）をいう。RFID（Radio frequencyId占ntification）とも呼ばれる。   

11統計表の見方等  

（1）統計数値については、表示単位未満（小数点第2位）を四捨五入しているため、  

計と内訳の積み上げが一敦しないものがある。  

（2）統計表中に使用した記号は次のとおりである。  

「－」…事実のないもの。  

「…」…事実不詳又は調査を欠くもの．。  

「0．0」…統計表の表示単位に満たないもの。（例：0．04％→0．0％）   

（3）この統計の累年データは、農林水産省ホームページ中の農林水産統計情報総合デ  

ータベースに掲載しています。   

【http：／／www．tdb．maff．go．jp／toukei／toukei】   

12．問い合わせ先  

農林水産省 大臣官房 統計部  

生産流通消費統計課 消費統計室 食品産業動向班  

電 話：（代表）03－3502－8111内線2885、2886  

（直通）03－3591－0783  
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別表1 業種区分一覧表  

1 食品製造業  

日本標準産業分類  食品産業動向調査  

中分類09 食料品製造業   

小分類 091畜産食料品製造業 ＋＞  

092 水産食料品製造業 ＋＞  

093 野菜缶詰・果実缶詰・＋＞  

農産保存食料品製造業  

094 調味料製造業  ＋＞  
097 パン・菓子製造業 ＋＞  

業種コード  

1091畜産食料品製造業  

1092 水産食料品製造業  

1093 野菜缶詰・果実缶詰・  

農産保存食料品製造業  

1094 調味料製造業  

1097 パン・菓子製造業  

095 糖類製造業  

096 精穀・製粉業  

098 動植物油脂製造業  

099 その他の食料品製造業  

1099 その他の食料品製造業  

注：食品産業動向調査の業種コードは、食品産業動向調査独自のコードである。  

2 食品卸売業  

日本標準産業分類  食品産業動向調査  

中分類51飲食料品卸売業   

小分類511農畜産物・水産物卸売業  

業種コード  

細分類 5111米麦卸売業  

5112 雑穀・豆類卸売業  

5113 野菜卸売業  

5114 果実卸売業  

5115 食肉卸売業  

5111米穀類卸売業  プ  
ア  

＞  

5112 野菜・果実卸売業  

5113 食肉卸売業  

5114 生鮮魚介卸売業  

5120 食料・飲料卸売業  

5116 生鮮魚介卸売業  ＋＞  

小分類512 食料・飲料卸売業  ＞  

注：食品産業動向調査の業種コードは、食品産業動向調査独自のコードである。  

－6－   



3 食品小売業  

日本標準産業分類  食品産業動向調査  

中分類55 各種商品小売業  

小分類 551百貨店、総合スーパー  

小分類 559 その他の各種商品小売  

業  

中分類57 飲食料品小売業  

小分類 571各種食料品小売業  

572 酒小売業  

573 食肉小売業  

574 鮮魚小売業  

575 野菜・果実小売業  

576 菓子・パン小売業  

577 米穀類小売業  

業種コード（業種別小分類）   

55lo 各種商品小売業  ア  

5710 各種食料品小売業  

5720 酒小売業  

5730 食肉小売業  

5740 鮮魚小売業  

5750 野菜・果実小売業  

5760 菓子・パン小売業  

5770 米穀類小売業  

5790 その他の飲食料品小売業  

＞  

＞  

＞  

＞  

＞  

＞  

＞   

579 その他の飲食料品小売業＋＞  

（細分類の料理品小売業は除く）  

細分類 5795 料理品小売業  ＋＞  5795 料理品小売業  

注：食品産業動向調査の業種コードは、食品産業動向調査独自のコードである。  

別表2 従業者規模階層別一覧表  

第1階層   第2階層   第3階   

従業者規模   0 ～ 4人   5 ～ 9人   10 ～  

第4階層   第5階層   第6階   

従業者規模   20 ～ 49人   50 ～ 99人   100人以   

注：食品小売業における米穀類小売業については、第5階層と第6階層の母集団企業   

数が少ないことから第5階層にまとめ、50人以上とした。  
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